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施策２
高等教育機関の集積を活かした「学
都石川」の魅力発信

人口千人当たり大学・短期大学及び高
等専門学校の学生数

目標値
（年度）

現状値

（年度） （年度）
施策の目標

(R3) （R2) （R3）
人

30.6 30.6

評価

 

 

目標値
（年度）

現状値
事務事業

 

予算 決算 事業の
有効性

施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題 課題に対する主な取り組み 評価

施策 課題 成果指標 単位

高等教育機関の学びの環境の充実 シティカレッジ年間受講者数 人

今後の
方向性（年度） （年度） （千円） （千円）

対象

大学コンソーシアム石川事業
大学コンソー
シアム（R3）

4,800

9

(R7) （R2）

国連大学サステイナビリティ高等研究所
いしかわ・かなざわオペレーティング・ユ
ニット支援事業

国連大学サ
ステイナビリ
ティ高等研
究所

回
(R3) （R2） （R3）

25,000

課題１

課題２
高等教育機関との連携による学術交
流の推進

国連大学サステイナビリティ高等研究所
いしかわ・かなざわオペレーティング・ユ
ニットによる国際会議・セミナー等の開
催回数

2,139
21,108

10

県内の大学
生

2,000課題３ 学生の県内定着
県内大学による県内就職促進事業の採
択件数

件
10

(R3) （R2） （R3）

7
県内大学による県内就職促進事業



- -

事業の背景・目的

事業の概要

○いしかわシティカレッジ事業運営費補助事業
　　（公社）大学コンソーシアム石川が石川県政記念しいのき迎賓館を拠点として、単位互換授業や
　　広報事業などを実施するための運営費を支援。

    ・R2より（３）（４）の対象地域に関西圏を追加
・R1より県内及び隣県への県内大学等の魅力発信強化のため、（５）を新たに実施
・H27から実施していた関東圏の高校における教員説明会支援は、
 県内大学等において関東圏の高校との関係構築ができたことから廃止

今後の方向性

（県民ニーズ、緊
急性、県関与の
あり方等を踏ま
え、今後どのよう
に取り組むのか）

評価
項目 評価 左記の評価の理由

○学都石川魅力発信推進事業補助事業
　　（公社）大学コンソーシアム石川が実施する県内の高等教育機関全体の魅力向上を図る事業に
　　対して補助金を交付する。
　　　 （１）県内高等教育機関合同のガイドブックの作成
　　　　　　学都石川及び石川県の大学をＰＲするガイドブックを作成し、県内外に配布
　　　 （２）兼六園周辺文化施設の無料パスポート配布による魅力発信
　　　　　　県内大学等の新入生を対象に、文化施設が集積する石川に住む魅力やすばらしさを
　　　　　　体感してもらうため、兼六園周辺文化施設の無料パスポートを配布
　　　 （３）関東圏・関西圏の高校教員招聘に対する支援
　　　　　　関東圏・関西圏の高校の進路指導教員等を県内の各大学に招聘し、
　　　　　　大学の特徴や本県の学び・生活環境を実際に体感してもらう取り組みに対する助成
　　　 （４）関東圏・関西圏の高校出身学生の出身校訪問に対する支援
　　　　　　関東圏・関西圏の高校出身で本県の大学に在籍する学生が出身校を訪問し、
　　　　　　進路指導教員等に対して在籍する大学の魅力や本県での大学生活の様子を伝える
     　　　　取り組みに対する助成
　　　 （５）県内高等教育機関合同の進学説明会の開催に対する支援　　※オンラインによる実施
　　　　　　石川県の大学及び短大が一堂に会した進学説明会を県内で開催し、
　　　　　　各大学・短大・高専の情報並びに「学都石川」の魅力を県内高校生や
　　　　　　その保護者に対してＰＲ

381,853 400,911 422,019

これまでの見直し状況

19,058
18,808

事業の有効性

（費用対効果の
観点も含め、この
事業が課題解決
に役立ったか）

事業費累計 343,178 362,651

一般
財源

予算 19,618 20,208 19,808 21,108
決算 19,618 19,473 19,202

19,618 20,208 19,808 21,108 21,108
決算 19,618 19,473 19,202 19,058

令和3年度平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

4,007

予算

平成28年度 令和元年度 令和2年度

（単位：千円）

4,800

指標

6,177 5,236

目標値 現状値
令和3年度

2,139

施策・課題の状況
施策 評価

平成29年度令和７年度

作
成
者

企画課
職・氏名 主事　小菱　愛未
電話番号 内線076 225 1318 3633

    県庁跡地の高い利便性を活かし、石川県政記念しいのき迎賓館を拠点として､県民に高等教育
機関の機能を提供することにより､地域と高等教育機関の連携充実を図るとともに､新たな｢知的賑
わい｣創出を図る。 併せて､県内に２１の高等教育機関が集積していることを活かし、しいのき迎賓
館に大学生の集える場所を確保し､単位互換事業を実施するなど､厳しい大学間競争の中で､県内
の高等教育機関全体の魅力向上を目指す。

    ・R3より首都圏や新幹線沿線地域の高校に配布していたパンフレットを（１）に統合

高等教育機関の集積を活かした「学都石川」の魅力発信

課題 高等教育機関の学びの環境の充実
シティカレッジ年間受講者数 単位 人

事業費

事業費

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 大学コンソーシアム石川事業
事業開始年度 Ｈ１５ 事業終了予定年度 組　　織

根拠法令
・計画等
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事業の背景・目的

事業の概要

　　　　　　　　　　

これまでの見直し状況

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

２．共同研究プロジェクト事業
　　地域と連携して行う里山里海の利用保全などの共同研究への支援

　　（テーマ）
　　　・世界農業遺産の枠組みにおける持続可能な農林水産業
　　　・石川県における生物文化多様性の保全・活用

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

269,720 294,720 319,720
評価

項目 評価 左記の評価の理由

25,000
１．ユニット運営事業
　　ユニットの運営の他、里山里海の利用保全などの研究活動や普及啓発事業への支援

　　（主な事業）
　　　セミナー（ワークショップ）・シンポジウムの開催、国際会議への参加

決算 25,000 25,000 25,000 25,000
事業費累計 244,720

一般
財源

予算 25,000 25,000 25,000 25,000

25,000
決算 25,000 25,000 25,000 25,000

事業費
予算 25,000 25,000 25,000 25,000

事業費
（単位：千円） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

10 8 9 9 9
令和3年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

　平成２０年４月に本県に国連大学サステイナビリティ高等研究所直属の研究機関「いしかわ・
かなざわオペレーティング・ユニット」が設置され、石川の里山里海の利用保全などの研究活
動を行っている。
　県は、同ユニットと協力しながら、その活動を支援し、石川県の発展と国際社会におけるプレ
ゼンス向上につながるよう努める。

※「いしかわ・かなざわオペレーティングユニット」について
　　　サステイナビリティ高等研究所は、持続可能性に関する問題の解決に取り組む、国連
　　　大学の研究所であり、同ユニットは、サステイナビリティ高等研究所直属の国内唯一の
　　　研究機関。　（参考URL：https://ouik.unu.edu/about）

課題 高等教育機関との連携による学術交流の推進
指標 国連大学ユニットによる国際会議・セミナー等の開催回数 単位 回

目標値 現状値

3634

施策・課題の状況
施策 高等教育機関の集積を活かした「学都石川」の魅力発信 評価

企画課
根拠法令
・計画等

職・氏名 主事　小菱　愛未
電話番号 076 225 1318 内線

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名
国連大学サステイナビリティ高等研究所いしかわ・
かなざわオペレーティング・ユニット支援事業

事業開始年度 Ｈ２０ 事業終了予定年度 作
成
者

組　　織
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事業の背景・目的

事業の概要（（公社）大学コンソーシアム石川への委託により実施）

これまでの見直し状況

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 県内大学による県内就職促進事業
事業開始年度 Ｒ２ 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織

課題 学生の県内定着

企画課
根拠法令
・計画等

職・氏名 主事　角田　悠真
電話番号 076 3634

施策・課題の状況
施策 高等教育機関の集積を活かした「学都石川」の魅力発信 評価

225 1318 内線

指標 県内大学による県内就職促進事業の採択件数 単位 件
目標値 現状値

令和３年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
10 - - - 7

事業費
（単位：千円） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

事業費
予算 3,300 2,000

・就職活動前の大学生（１～２年）を主な対象とし、地域の魅力や地元企業への理解を深める県内
　高等教育機関の取り組みに対する支援 （１０件程度）

＜地元定着につながる取り組み例＞
 　（１）大学が主体となり、１～２年生を中心とした学生が地域で活躍する企業で就業体験を行う
　　　　教育要素の高いインターンシップの実施
　
　 （２）学生を地元定着させるため、大学が学内で実施する地元企業による業界ガイダンスや
　　　　合同企業説明会など

決算 777
一般
財源

予算 3,300 1,000
決算 777

事業費累計 0 0 0 777 2,777

　 全国的に東京一極集中が加速する中、本県においても転出超過が拡大しており、特に転出超
過の大きい２０代への対応は喫緊の課題である。
　 そこで、人口の転出超過解消に向け、早い段階から地元就職を意識させるため、就職活動前の
大学生（１～２年）を主な対象とし、地域の魅力や地元企業への理解を深める県内高等教育機関
の取り組みを支援することで、大学生の地元定着につなげていく。

今後の方向性

（県民ニーズ、緊
急性、県関与の
あり方等を踏ま
え、今後どのよう
に取り組むのか）

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果の
観点も含め、こ

の事業が課題解
決に役立った

か）


